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１．は じ め に
　一般に，地域の経済発展には産業集積は欠かせない条件の１つである。その産業集積には「自地域
市場効果」が存在するからである。自地域市場効果とは，自地域の市場規模（需要規模）の比率以上
に企業が立地し生産活動がおこなわれることを言い，これはまさに産業集積による交易の効果を生み
出すものと言えよう。現実にも，大きな市場をもつ地域に企業立地が集中し，地域間の経済格差が拡
大する現象を見ることができる。
　この自地域市場効果 （Home Market Effect: HME）を交易理論の中で最初に証明したのが，Krugman 
（1₉₈0）である。このような現象は，集積の経済とも深く関わっているため，新経済地理学（New 
Economic Geography）の分野では，重要な位置を占めている。
　しかしながら，Davis（1₉₉₈）は理論モデルの仮定の置き方によっては，自地域市場効果が働かな
い可能性があることを示している。これ以降も様々な HME の理論研究がおこなわれている。
　他方，こうした流れを受け，実証研究においても様々な研究がされているが，自地域市場効果の存
在がはっきりと確認されているわけではない。ある分析方法より確認されることもあるが，別の分析
方法では逆の結果が導かれることもある。また，ある産業で確認されることもあるが，別の産業では
逆の結果が導かれることもある。
　そこで，本研究では，国際貿易と新経済地理学の２つの異なる分野から派生した３タイプの分析手
法を用いての実証分析をおこなう。３タイプの分析ごとに自地域市場効果の存在を確認するとともに，
既存研究との比較をおこなっている。また，これら３つの分析結果から自地域市場効果が確認される
産業特性を見出している。Davis and Weinstein（1₉₉₆，1₉₉₉，200₃）では，国レベルと地域レベルと
いう異なるスケールで分析をおこなっている。しかし，分析に用いている実証モデルはベースが同じ
であり，自地域市場効果を異なる角度から実証分析しているとは言い難い。本研究では，流れの異な
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るモデルを採用することで，より多面的な分析をおこなっている。そうすることで，自地域市場効果
の総合的な妥当性について検討が可能となっている。
　本稿の構成は以下のとおりである。２節では，自地域市場効果の理論を概説するとともに，自地域
市場効果に関する実証論文を紹介する。３節では，本研究で用いる３タイプの実証モデルを説明する。
４節では，使用するデータについて記述している。５節では，自地域市場効果の存在を直感的に見い
だすために日本の都道府県の経済的集中（産業集積）を示す。６節では，３節で示した実証モデルの
推定をおこなう。７節では，６節で推定した自地域市場効果の程度を示すパラメータと生産関数の推
定から得られた規模の効果のパラメータを用いて自地域市場効果と収穫逓増の関係性を検討する。最
後の８節では，分析結果をまとめている。
２． 自地域市場効果：理論と実証
　自地域市場効果に関する理論の基礎は Krugman（1₉₈0）などにある。Krugman モデルでは，収穫
逓増や輸送費用を組み込むと，ある地域における需要の拡大はその割合以上の生産の拡大をもたらす
ことを示しており，これを自地域市場効果としている。
　そもそも Krugman モデルでは，市場規模と企業立地の関係性を調べており，そこで導かれたのが
以下の式である。
 （１）１
　ここで，n は地域に立地する企業数，j と k は地域，L は地域の人口規模，φは輸送費用の程度を
示している。L は地域の人口規模であるが，モデル上では地域間で賃金は均等化されているため，地
域の市場規模という意味を含んでいる。また，輸送費用（φ∈［０，１］）は，大きい値ほど地域間の
輸送費用が少ない開放経済，小さい値ほど地域間の輸送費用が大きい閉鎖経済を表している。（１）
式から，地域に立地する企業数は，人口規模あるいは市場規模の比率以上に多くなることがわかる。
これがまさに自地域市場効果といわれるものである。さらに，独占的競争市場において，１企業当た
りの生産量や輸送費用を含まない状態での財価格は地域によらず等しい。そのため，地域での生産額
についても，市場規模の比率以上に大きくなる。別の表現をすると，市場規模の大きな地域に生産が
集中する傾向をもつことになる。
　一方，自地域市場効果が働かない可能性を示す研究もある。その代表が Davis（1₉₉₈）である。
Krugman モデルでは，同質な農業財には輸送費用がかからないと仮定している。この仮定を緩和する
と，自地域市場効果が働かないケースがある。輸送費用の存在あるいはその程度によって，自地域市
場効果が存在するかどうかを左右することを示唆している。
　その他，２地域以上扱うときに発生する問題は Ottaviano and Thisse（2004）において予測されている。
１　佐藤他（p. 40， 2011）により整理されたものを用いている。
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Hanson and Xiang（2004）では，Davis and Weinstein による需要と供給の相互依存関係の仮説が満たさ
れない場合は，結果が矛盾するだろうと記述している。Head and Mayer（2004）では，自地域市場効
果の存在は，収穫逓増の産業が弾力的な労働供給であるかどうかによると結論付けている。
　以上のように，自地域市場効果の有無はモデルの設定や仮定に依存する。そのため，理論レベルで
幅広く議論されている。同時に自地域市場効果の存在やその程度に関して，実証研究も行われている。
　自地域市場効果の存在を示すことを試みている論文に Davis and Weinstein によってなされた複数の
論文がある。この論文で提示している実証方法では，地域特有の需要により自地域市場規模以上の割
合で生産が行われているかどうかを調べており，そのような生産を伴う場合に自地域市場効果は存在
すると考えている。
　Davis and Weinstein （1₉₉₆）では，OECD 諸国を対象に分析をしている。そこでは，地域特有の需要
により，生産がどのように決定されるかを調べている。この実証モデルでは，NEG の貿易モデルと
比較優位のモデルを併用している。製造業の生産構造を理解する上で，要素賦存はきわめて重要であ
ることが分かっている。ただ，自地域市場効果を反映する変数には地理的要因は含まれていない。実
際には，近隣諸国とのつながりが貿易や生産において大きく影響する｡ Davis and Weinstein （1₉₉₉）で
は，そうした影響が国家間と比べると比較的小さい日本国内の地域を対象に分析を行っている。この
分析では，自地域市場効果が確認されている。他方，国際データで分析している Davis and Weinstein 
（1₉₉₆）では，自地域市場効果はほとんど確認されていない。国家間と地域間では輸送費用や要素の
移動に大きく違いがあるために結果が異なると考えている。ただし，産業分類を細かくすると，半数
ほど自地域市場効果の存在が確認されている。
　Davis and Weinstein （200₃）では，OECD 諸国で分析をしている。Davis and Weinstein（1₉₉₆）との
主な違いは地域特有の需要の計測方法が異なっている点である。近隣国の需要を考慮しており，一部
地理的要因を考慮しているところにある。その結果，自地域特有の需要が10％増加すると1₆％の輸出
の増加をもたらすという自地域市場効果が確認されている。
　Feenstra et al. （2001）は Rauch （1₉₉₉）の分類を用いて，産業を異質財，同質財，中間的な財に分類
し，それらの財ごとに推定をしている。異質財については自地域市場効果が観察されている。同質財
については自地域市場効果とは逆の効果が示されている。多時点のクロスセクションデータを用いて
分析しているが，結果は一貫している。自地域市場効果が確認されるかどうかは，財の性質によると
考えている。
　Head and Ries（2001）はカナダとアメリカとの間の自地域市場効果について検証している。クロス
セクションの産業別データでは弱い自地域市場効果が観察されるものの，国別の時系列データを用い
ると自地域市場効果は観察されず，むしろ市場の拡大は輸入の増加を招く（逆自地域市場効果が成り
立つ）ことを示している。
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３．自地域市場検証のモデル
　前節で記述しているように実証分析の方法は多数あるが，本研究では３つの分析方法をとりあげる。
１つ目は，貿易分野の実証分析で多く用いられてきている Gravity モデルをベースにしたSchumacher 
and Siliverstov （200₆）の方法である。この方法を Schumacher and Siliverstovs 型とよぶ。２つ目は，新
経済地理学（New Economic Geography）の考え方を用いた Davis and Weinstein （200₃）の方法である。
これを Davis and Weinstein 型とよぶ。３つ目は，Davis and Weinstein 型を発展させた Claver et al. （2011）
の方法である。この方法を Claver 型とよぶ。以下，それぞれの方法について説明をおこなっていく。
３．１　Schumacher and Siliverstovs 型のモデル
　Schumacher and Siliverstov（200₆）では，Gravity モデルをベースにモデルを展開している。一口に
Gravity モデルといっても様々ある。シンプルなモデルでは，交易額を移出地域と移入地域の自地域
総生産と２地域間の距離で説明するものである。Schumacher and Siliverstovs 型のモデルに用いられて
いるのは，Bergstrand（1₉₈₉）により導出されている。導出過程は複雑で，シンプルなモデルの説明
変数に加え，移出地域の資本労働比率や移入地域の一人当たり自地域総生産の変数が追加されている。
採用されている Gravity モデルは以下のとおりである。
　 　 （２）
　ここで，i は産業，j は移出地域，k は移入地域を示している。M は交易額（Mi, jk は産業 i における
地域 j から地域 k への移出額を表している），Y は自地域総生産額，c は資本労働比率，y は一人当た
りの自地域総生産額を示している。Djk は地域 j と地域 k 間の距離を表している。Zjk は地域 j と地域 
k に関する共通因子を示している。例えば，互いに隣接した地域といったような因子である。式（１）
に関し，地域 j から地域 k への産業 i の移出は以下のように表せる。
　   　 （２）′
　地域間距離 Djk と Dkj や地域間の共通因子 Zl, jk と Zl, kj が対称性から等しいことに注意して，式（２）
から式（２）′を差し引くと以下のようになる。
 　 （３）
　ここで，資本労働比率 c と一人当たりの自地域総生産額 y が同じ２地域を考える。  のと
き，自地域総生産の大きい地域の移出額が移入額より大きくなる傾向を示すことになる。このとき，
自地域市場の大きい地域では，純移出がプラスとなる。純移出がプラスの場合，市場規模以上に生産
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がおこなわれていることを意味する。したがって，  であるとき，自地域市場効果が存在す
るといえる。
３．２　Davis and Weinstein のモデル
　生産水準を二つの要因で説明することを考える。まず，地域間で需要の偏りがないケースを想定
する。このケースでは，他の地域と同じ割合で生産要素を投入し生産活動をする。どの地域も同じ
平均的な生産構造をもち，市場規模に応じて生産水準が決定される。この生産水準を SHARE とし
て表す。もうひとつは，地域特有の需要の効果により決定される生産水準である。これを IDIODEM 
（Idiosyncratic Demand） として表す。そのため，産業別の生産水準は以下のように表している。
 （４）
　SHARE は以下のように定義する。
 （５）
　ここで，Yji は地域 j 産業 i の生産額を示している。＊は地域あるいは産業における合計値を示して
いる。たとえば Yj* は地域 j の総生産額を意味する。SHARE は，全国において産業 i の生産額シェア
に地域 j の総生産額をかけたものであるから，地域 j が全国の平均的な生産構造をもつときの生産水
準を意味している。次に，IDIODEM を定義する。
 （６）
　ここで，Dji は地域 j における産業 i の自地域での需要額を示している。D は移入でなく自地域供給
により満たされる自地域需要額である。＊は上述のように，地域あるいは産業における合計値を示し
ている。IDIODEM は，全産業に占める産業 i の地域 j と全国とのシェアの偏差に地域 j の総生産額を
かけたものであるから，地域 j における産業 i の地域特有の需要による生産水準を意味している。以
上２つの生産水準を規定する要因により，定式化をする。
　あるいは，
 （７）
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　Davis and Weinstein 型では，IDIODEM が自地域市場効果を判別する上で重要になってくる。自地域
市場効果が存在するとき，地域特有の需要以上の割合で生産される。このようなケースでは，β2＞
１となる。
３．３　Claverのモデル
　Claver et al. （2011） は，前節で記述した Davis and Weinstein 型の考え方をベースにしている。したがっ
て，産業別の生産額は Davis and Weinstein 型同様，以下のように表している。
 （４）
　式の表記に関しては前節と同じなので省略する。推定にあっての式は，Davis and Weinstein （200₃）
と異なり対数線形で定式化している。
 （８）
　γ2 の値は弾力性を示しているので，需要の変化に対して生産がどのように変化するかを知ること
ができる。この段階では Davis and Weinstein （200₃）と同じように，生産水準への影響を調べている。
そもそも Krugman （1₉₈0）などの自地域市場効果の理論では，絶対的生産水準に注目しているのでは
なく，生産シェアに着目している。それは，市場規模のシェア以上の割合で生産シェアがあるときに
自地域市場効果が存在すると考えることによる。
　Krugman などの自地域市場効果の理論に即した形式にするため，式（８）の対数内の変数を自地域
総生産額で割ると，
 
 （９）
となる。上記の処理をすることの意味は，単に生産シェアに変形したということだけではなく，全体
の経済の変動をコントロールしやすい点がある。上式では，右辺が－∞から＋∞の値をとるのに対し，
左辺は負の値しかとらないので，両辺が一致しない可能性がある。そこで，Conniffe （1₉₉₃）に従い，
左辺をロジステック変換すると，下記のように定式化できる。
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 （10）
４．デ　ー　タ
　データは2000年の4₇都道府県地域間産業連関表および2000年の国勢調査である。4₇都道府県地域間
産業連関表は公表されている統計データではないが，全国を９地域に分割した９地域間産業連関表や
各都道府県の産業連関表（地域内表）と全国貨物純流動調査（物流センサス）などを用いて作成した
4₇都道府県地域間連関表を使用している２。
　分析に使用しているデータは，各都道府県の産業別生産額および自地域最終需要額と人口である。
人口は国勢調査の都道府県別人口を用いている。各都道府県の産業別生産額は産業連関表の粗付加価
値部門のデータを使用している。産業別生産額は粗付加価値額から家計外消費支出を除いた値として
いる。また，各都道府県の自地域最終需要額は，産業連関表の最終需要部門のデータを使用している。
家計外消費支出，民間消費支出，一般政府消費支出，総固定資本形成および在庫純増の自地域需要を
集計したものを用いている。
　分析対象の産業は，集計した製造業および製造業の24産業で，以下の通りである。00．製造業，
0₅．食料品・たばこ，0₆．繊維製品，0₇．製材・木製品，0₈．家具・装備品，0₉．パルプ・紙・紙加
工品，10．印刷・出版，11．化学製品，12．石油・石炭製品，1₃．プラスチック製品，14．ゴム製品，
1₅．皮革・同製品，1₆．窯業・土石製品，1₇．鉄鋼製品，1₈．非鉄金属製品，1₉．金属製品，20．一
般機械，21．事務用・サービス用製品，22．民生用電気機械，2₃．電子・通信機械，24．その他の電
気機械，2₅．自動車，2₆．その他の輸送用機械，2₇．精密機械，2₈．その他の製造業である。4₇都道
府県地域間産業連関表には，上記以外にも農業部門やサービス部門の産業がある。農業部門の産業番
号が01から始まっているため，食料品・たばこ産業が0₅となっている。なお，24産業を集計した製造
業は00としている。
５．自地域市場効果と地域経済の集中
　自地域市場効果が存在するとき，大きな市場をもつ地域に企業立地が集中し，自地域への需要以上
に生産をおこない，それを移出する。それゆえ，生産の集中は自地域市場効果の存在を想起させる。
　そこで，日本における生産の集中について概観する。図１では，自地域総生産・人口シェア比率を
２　4₇都道府県地域間連関表については，作成元の南山大学の石川良文教授を通して㈱三菱総合研究所により提
供して戴いた。
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日本の都道府県地図で示している。自地域総生産・人口シェア比率とは，自地域総生産の対全国シェ
アを昼間人口の対全国シェアで割ったものである。この指標が1.0を超えると，人口の割に生産が活
発におこなわれていることを意味する。また，1.0を下回ると，人口の割に生産があまりおこなわれ
ていないことを意味する。図１では，自地域総生産・人口シェア比率が1.1以上なら赤色で，0.₉より
小さいと青色で塗りつぶしている。0.₉以上で1.1より小さい場合は白色としている。また，図２には，
自地域総生産の対全国シェアと昼間人口の対全国シェアとの関係を散布図にしている。図内にある線
は4₅度線である。この線上にあるとき，自地域総生産・人口シェア比率が1.0となる。なお，データ
は2000年の県民経済計算の県内総生産額と国勢調査の人口を用いている。
図１　自地域総生産・人口シェア比率の分布
図２　自地域総生産・人口シェア比率の散布図
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　図１で赤く塗りつぶされているのは，東京都，愛知県，滋賀県の３都県のみである。特に，東京都
は自地域総生産・人口シェア比率が1.4₃と突出している。大都市を抱える都府県で自地域総生産・人
口シェア比率が高い傾向がある。他方，青く塗りつぶされているのは北海道，東北，四国，九州の県
に多くみられる。赤に比べ，青に塗りつぶされている都道府県の数は多く対称的である。
　図２では，東京都が4₅度線より一つだけ大きく上方にプロットされており，生産の集中が起きてい
ることがわかる。その他，神奈川県，静岡県，愛知県，大阪府などが4₅度線より上方にプロットされ
ており，大都市を抱える府県において生産の集中傾向がみられる。
　全体的には，大都市を抱える昼間人口の多い都府県には生産の集中がみられる。他方，昼間人口が
少なく大都市から離れた県においては，生産活動が活発でない様子がみてとれる。このような結果か
ら，自地域市場効果の存在が予想できる。
６．推定結果とその比較
  ３節で示した３つの定式を用いて推定をし，その上で結果の比較をおこなう。
６．１　Schumacher and Siliverstovs 型の推定
  ₃.1で示した考え方に基づき，Schumacher and Siliverstov （200₆） に用いられている推定式を採用する。
 （11）
　ここで，Mi, jk は産業 i の地域 j から地域 k への移出額，Yj は地域 j の総生産額，yj は地域 j の人口
一人あたりの総生産額を示している。なお， j, k は地域を表している。  が正の値をとるとき，
自地域市場効果が存在すると考える。移出額がゼロの場合，上式の左辺において，対数をとることが
できない。そのため，そうしたサンプルは除外して分析をおこなっている。また，自地域供給となる
ようなサンプルも除外している。そのため，サンプル数は，産業ごとに異なっている。
　推定結果は表１に示している。推定は OLS を用いている。上述どおり，分析によりサンプル数が
異なっているため，それを表中に示している。また，自地域市場効果（HME）が確認されている産
業には，○印をつけている。集計した製造業には，自地域市場効果は確認されていない。一方，製造
業の各産業では，24産業のうち12産業で自地域市場効果が確認されている。12産業の半数以上は，自
地域市場効果を識別するパラメータが有意である。自地域市場効果をもつ産業は，化学，鉄鋼・金属，
機械，電気，輸送機械といった部門に属している。傾向としては，重化学工業の産業となっている。
分析の欠点として，ほとんどの推計結果で決定係数が低い。比較優位の効果を示す資本・労働比率の
ような説明変数を加える必要がある。
　以下，本研究の分析結果と Schumacher and Siliverstov （200₆）との比較をする。Schumacher and 
Siliverstov では，全産業や農業部門の分析をおこなっているが，ここでは製造業部門に限り比較する。
集計した製造業および個別の製造業2₅産業について推計をしている。このうち，自地域市場効果が確
－10－
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表１　Schumacher and Siliverstovs 型の推定結果
産　業　名　 α１－α３ －α４ Adj R
２ N. O. B HME 
00　製造業 －0.114*** （₃.0₃₈）  
2.4₈0*** 
（12.₇₈）   0.0₈4 2120
0₅　食料品・たばこ －0.₅₇2*** （₉.₇₆₅）  
0.₇₅₆** 
（2.41₇）   0.0₅₉ 1₈12
0₆　繊維製品 －0.4₉₈*** （₇.24₈）  
2.₈₉₈*** 
（₈.0₇₃）   0.044 1₅₇4
0₇　製材・木製品 －0.₈₆₉*** （₇.₇₉1）  
2.1₇₅*** 
（₃.₆₅₅）   0.0₉₇ ₅₆0
0₈　家具・装備品 －0.1₃₇   （1.₃₅₆）  
0.01₇   
（0.02₈）   0.00₃ 4₉₈
0₉　パルプ・紙・紙加工品 －0.₆1₅*** （₆.4₆₉）  
0.₃2₅   
（0.₆₃0）   0.0₅₉ ₈₅2
10　印刷・出版 0.₈00*** （₆.₉22）  
2.041*** 
（₃.₅₅₃）   0.22₈ ₆0₈ ○
11　化学製品 0.₃0₅*** （4.₆22）  
1.₇2₉*** 
（4.₉₇4）   0.0₆₈ 1₅₇₈ ○
12　石油・石炭製品 0.002   （0.00₈）  
－₃.₈1₈** 
（2.42₆）   0.0₃₆ 1₉₆ ○
1₃　プラスチック製品 0.₃1₉*** （4.22₃）  
0.21₃   
（0.₅2₉）   0.02₅ 1110 ○
14　ゴム製品 －0.212*  （1.₈₉4）  
1.₈₆₈*** 
（₃.2₆₉）   0.01₆ ₆00
1₅　皮革・同製品 －0.1₉1** （2.42₃）  
0.4₃₈   
（1.110）   0.00₆ ₈₇₈
1₆　窯業・土石製品 －0.₃₆₃*** （₃.₅4₆）  
1.₇0₈*** 
（₃.104）   0.01₅ ₈₇0
1₇　鉄鋼製品 0.₇₃₅*** （2.24₇）  
－₃.2₉₆*** 
（₅.₃2₅）   0.0₆0 ₆₇₆ ○
1₈　非鉄金属製品 －0.204** （2.24₇）  
1.₉00*** 
（₃.₉₃₅）   0.01₇ ₈₆2
1₉　金属製品 0.12₅   （1.₅₅₆）  
－0.11₆   
（0.2₆2）   0.002 12₃₆ ○
20　一般機械 0.2₆₈*** （₃.₃₆2）  
－0.2₈₉   
（0.₆₈₉）   0.011 12₃4 ○
21　事務用・サービス用製品 0.24₆*  （1.₈₃₇）  
－0.₇₇0   
（1.1₆0）   0.00₅ ₅00 ○
22　民生用電気機械　 0.10₇   （1.₅₉0）  
2.₇₇₆*** 
（₇.₅₆₈）   0.0₆₅ 1₆₃2 ○
2₃　電子・通信機械 －0.22₇*** （₃.₈₆1）  
2.₇₅2*** 
（₈.₇₅₅）   0.042 1₇₇₆
24　その他の電気機械 0.0₆0   （1.012）  
1.4₇1*** 
（4.₅22）   0.024 1₆₃₈ ○
2₅　自動車 0.₅₆₉*** （₅.₈₅0）  
－0.1₅₇   
（0.₃1₇）   0.0₅₅ ₈4₆ ○
2₆　その他の輸送用機械 0.4₉4*** （₃.0₇₆）  
－0.₆₃2   
（0.₈0₇）   0.0₃₆ ₃2₈ ○
2₇　精密機械 －0.₃₇₆*** （₃.₈₈₈）  
₃.₆₆₇*** 
（₇.₃0₆）   0.0₅₈ ₈₅₆
2₈　その他の製造業 －0.0₉₆   （1.₃₃₃）  
0.4₅₇   
（1.1₉4）   0.001 1₃₅2
ただし，（　）内は t 値を記載している。
***は１％，**は５％，*は10％有意水準を示している。
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認されているのは，集計した製造業，繊維，衣類，靴，家具，印刷・出版，産業用化学製品，その他
化学製品，石油製品，ゴム製品，プラスチック製品，陶器製品，ガラス製品，セラミック製品，鉄
鋼，金属製品，一般機械，電気機械，輸送機械，計測・光学機器，その他製造業の20産業に上る。以
上のようにほとんどの産業で，自地域市場効果が確認されている。本研究において，自地域市場効果
が確認されている産業は半数の12産業であり，それほど多くない。しかし，これら12産業については，
Schumacher and Siliverstov （200₆）の推定結果と同じく自地域市場効果が確認されている。
６．２　Davis and Weinstein 型
  ₃.2で示した考え方に基づき，Davis and Weinstein （200₃）で用いられている次の推定式を採用する。
　　　　　　　　 
　　　　 ただし， 
　あるいは，
 （12）
　ここで，Yji は地域 j 産業 i の生産額，Dji は地域 j 産業 i の自地域需要額を示している。＊は地域あ
るいは産業における合計値を示している。それゆえ，たとえば Y*j は地域 j の総生産額を意味する。
推定式における SHARE は全国の平均的な生産構造をもつときの地域 j 産業 i の生産額を示している。
IDIODEM は地域 j の需要構造が全国の平均な需要構造の乖離による効果を示している。これを地域
特有の需要効果と考える。β2 が１を超えると，地域特有の需要が生産の拡大を示すので，自地域市
場効果が存在すると考える。需要額のデータに関しては，自地域最終需要額を用いている。
　推定結果は表２に示している。サンプル数はいずれの産業も4₇である。自地域市場効果（HME）
が確認されている産業には，丸印をつけている。集計した製造業において，自地域市場効果が確認さ
れている。また，製造業24産業のうち1₅産業において，自地域市場効果が確認されている。この1₅産
業において，自地域市場効果の存在を識別するβ2 は有意である。自地域市場効果が確認されている
産業は，化学，非鉄および金属製品，一般機械，電気・通信機械，輸送機械の部門に属する。加えて，
家具，紙製品，印刷，皮革製品，窯業などの産業にまで及んでおり，重化学工業以外の軽工業におい
ても自地域市場効果が確認されている。注意点として，鉄鋼製品はβ2 が異常値をとっている。これは，
鉄鋼製品は中間投入に多く用いられるという特性に由来すると考えられる。鉄鋼製品での最終需要額
は，おもに在庫純増で計上されたものによる。決定係数はおおむね0.₆を超えており，モデルとして
説明力を有している。
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表２　Davis and Weinstein 型の推定結果
産　業　名 β０ β１ β2 Adj R
２ HME 
00　製造業 14₅₃₉₃   （0.₉₇1）  
0.₉₃₆*** 
（1₉.₆₇）  
₃.14₈*** 
（₉.₃₃₃）   0.₈₉₉ ○
0₅　食料品・たばこ ₉₉1₉2***（2.₉₇₅）  
0.₆₉2*** 
（₈.₈₃₇）  
0.₇1₅*** 
（₅.0₉₃）   0.₆₃₉
0₆　繊維製品 1₅212** （2.2₇₈）  
0.₇₃1*** 
（₈.₉2₅）   
0.₈₃4*** 
（₆.₈2₃）   0.₆₃₇
0₇　製材・木製品 21211***（₆.₇44）  
0.1₇₈** 
（2.₃₉₇）  
0.1₃₆   
（0.1₇₈）   0.0₇₆
0₈　家具・装備品 ₆₃₈4** （2.4₉₉）  
0.₇₃1*** 
（10.21）  
1.₃1₈*** 
（4.₅₆1）   0.₆₉1 ○
0₉　パルプ・紙・紙加工品 2₃₃₉0** （2.12₃）  
0.₆₃1*** 
（₅.222）  
₇.₇₅₉*** 
（2.₉44）   0.₃₅₆ ○
10　印刷・出版 －41₇44***（2.₈₆2）  
1.₃42*** 
（1₅.₃₉）  
₅.₉₉₉*** 
（₉.₆₃2）   0.₉₅₈ ○
11　化学製品 4₃1₅2***（2.₇₆0）  
0.₇₅0*** 
（1₃.₆1）  
₆.4₅2*** 
（₉.0₅₈）   0.₈44 ○
12　石油・石炭製品 20₆₅₉   （0.₉₆₈）  
0.₇₈0*** 
（₅.442）  
₅.₇1₆*** 
（₇.₇₉₈）   0.₅₉₇ ○
1₃　プラスチック製品 20₃₉1** （2.2₃2）  
0.₇₃0*** 
（₉.₆4₆）  
11.14*** 
（₇.₅24）   0.₇14 ○
14　ゴム製品 112₇₆***（2.₇₅1）  
0.₅41*** 
（₅.₃1₅）  
－1.₇₆₉   
（0.₈₆₈）   0.₃₈2
1₅　皮革・同製品 －1₇₃.4   （0.₃2₉）  
1.0₃2*** 
（1₆.0₅）  
0.4₇2*** 
（14.₇₉）   0.₉₅4 ○
1₆　窯業・土石製品 4₅₈₉₃***（4.4₆₅）  
0.40₃*** 
（4.₉₃4）  
₃.₅2₉** 
（1.₉₃4）   0.₃4₃ ○
1₇　鉄鋼製品 44₉₈1*  （1.₉0₆）  
0.₅41*** 
（₃.₆₉2）  
－₈.20₃   
（1.2₈0）   0.22₈
1₈　非鉄金属製品 202₅₇***（2.₆₈₃）  
0.₅₅4*** 
（₅.1₃₅）  
2.1₃₃*  
（1.₈4₃）   0.₃4₈ ○
1₉　金属製品 2₈₈0₃** （2.01₉）  
0.₇₈₆*** 
（11.4₇）  
11.₃1*** 
（₇.4₅₉）   0.₇₅0 ○
20　一般機械 2₇2₉₃   （1.4₅4）  
0.₈₆₈*** 
（14.₇0）  
1.₆0₃*** 
（₉.₃4₅）   0.₈2₉ ○
21　事務用・サービス用製品 2₇₈2   （0.₅₈₈）  
0.₈₉₈*** 
（₈.₃₆₇）  
0.₇2₉*** 
（₆.₆44）   0.₆₆₆
22　民生用電気機械　 1₆₈₈1** （2.42₆）  
0.₆4₃*** 
（₇.0₆₇）  
0.₉₉4*** 
（₈.₉0₆）   0.₆₉2
2₃　電子・通信機械 10₃₃₆4***（4.₅₃2）  
0.₅₈₇*** 
（10.4₉）  
1.00₃*** 
（₅.₃₇4）   0.₇₇₅ ○
24　その他の電気機械 1₃₃1₅   （1.2₅1）  
0.₈₅2*** 
（10.₉2）  
2.0₅2*** 
（₇.₈2₃）   0.₇₃1 ○
2₅　自動車 ₉₅₈0₈***（₃.44₆）  
0.4₅₉*** 
（4.₇4₈）  
4.₅₇₃*** 
（1₈.₅1）   0.₈₉₉ ○
2₆　その他の輸送用機械 1₅₇₆1***（2.₇₉0）  
0.₅₃2*** 
（₅.10₉）  
2.0₆4*** 
（₅.4₆₆）   0.₆1₃ ○
2₇　精密機械 －1₉₆0   （0.₃₆₃）  
1.0₅₆*** 
（10.1₈）  
0.₈₅1*** 
（4.0₃₅）   0.₆₉4
2₈　その他の製造業 －₆₈1.₇   （0.14₆）  
1.014*** 
（1₅.₃₉）  
0.₈₆1 *** 
（₅.₆₃1）   0.₈40
ただし，（　）内は t 値を記載している。
***は１％，**は５％，*は10％有意水準を示している。
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　以下，本研究の分析結果と Davis and Weinstein （200₃）と比較をする。製造業の24産業について推
計をしている。このうち，自地域市場効果が確認されている産業は，食料品，繊維，紙製品，プラスチッ
ク製品，窯業，非鉄金属製品，鉄鋼，輸送機器，計測・光学機器の９産業である。全24産業の三割強
に過ぎない。一方，本研究では，24産業中1₅産業において自地域市場効果が確認されており，全24産
業の６割強にあたる。Davis and Weinstein で自地域市場効果が確認されている９産業に対応する産業
のうち，0₉．パルプ・紙・紙加工品，1₃．プラスチック製品，1₆．窯業・土石製品，1₈．非鉄金属製
品，2₅．自動車，2₆．その他の輸送用機械の産業において，本研究でも自地域市場効果が確認されて
いる。Davis and Weinstein と異なり，0₆．繊維製品，1₇．鉄鋼製品，2₇．精密機械の産業では自地域
市場効果が確認されていない。Davis and Weinstein ではサンプル数が22であるが，本研究ではサンプ
ル数が4₇と倍以上になっている。こうした点において，より安定的な分析がおこなえていると考える。
６．３　Claver 型
  ₃.₃で示した考え方に基づき，Claver et al. で用いられている推定式を示す。
 （1₃）
　　　　ただし， 
　Claver et al. では，パネルデータを用いているが，本研究ではクロスセクションデータを用いている。
上式の右辺の第二項は，産業が同一であれば説明変数の値は等しくなる。本研究では，産業別に分析
をおこなっているので上式の第二項は定数項にして分析されるべきである。それゆえ，（1₃）を少し
変形した下記の（14）式を推定することとする。
　　　　ただし， 
　あるいは，
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 （14）
　ここで，Yji は地域 j 産業 i の産出額，Dji は地域 j 産業 i の自地域最終需要額を示している。＊は地
域あるいは産業における合計値を示している。それゆえ，たとえば Yj* は地域 j の総生産額を意味する。
推定式における，IDIODEMは地域 j の需要構造が全国の平均な需要構造との乖離による効果を示し
ている。これを地域特有の需要効果と考える。δ２が１を超えると，地域特有の需要が生産の拡大を
示すので，自地域市場効果が存在すると考える。データについて補足すると，説明変数の対数の括弧
内は負の値をとることがある。このままでは，対数をとることができない。そこで，この括弧内の値
が最も小さいサンプルが０に近い正の値になるように処理している。具体的には，この括弧内の計算
結果に対して，この括弧内の値自体のレンジ（最大値から最小値を引いたもの，あるいは範囲）の半
分を加えている。
　推定結果は表３に記載している。分析は OLS で推計をしている。サンプル数はすべての分析で等
しく4₇である。自地域市場効果（HME）が確認されている産業には，丸印をつけている。集計した
製造業には，自地域市場効果は確認されていない。一方，製造業の各産業では，24産業のうち1₆産業
で自地域市場効果が確認されている。また，この1₆産業では，自地域市場効果を識別するパラメータ
δ２は有意である。自地域市場効果をもつ産業は，製造業の中でも，1₇．鉄鋼製品や1₈．非鉄金属製
品を除く，いわゆる重化学工業と呼ばれる産業である。例外として，0₆．繊維製品，0₉．パルプ・紙・
紙加工品，14．ゴム製品，1₅．皮革・同製品，21．事務用・サービス用製品，2₇．精密機械などの産
業においても自地域市場効果が確認されている。
　以下，本研究の分析結果とClaver et al. を比較する。Claver et al. では，以下の９産業に集計して推
定をおこなっている。１．食料品・飲料・たばこ，２．輸送機械，３．金属材料，４．紙・出版・印刷，５．
プラスチック・ゴム・製材・家具，６．非鉄・鉱物製品，７．金属製品・機械，８．化学製品，９．繊維・
皮革・靴である。本研究では，製造業の24産業で推定をおこなっているため，Claver et al. と比べると，
産業分類が一致しているわけではない。しかし，分析結果の傾向を見比べるため本研究と比較してみ
る。Claver et al. では，２．輸送機械，５．プラスチック・ゴム・製材・家具，６．非鉄・鉱物製品，７．
金属製品・機械の産業において自地域市場効果が確認されている。本研究において，これらに対応す
る産業のうち，14．ゴム製品，1₈．非鉄金属製品，20．一般機械，2₅．自動車，2₆．その他の輸送用
機械についても自地域市場効果が確認されている。ただし，Claver et al. の結果と異なり，1₃．プラ
スチック製品や1₉．金属製品では，自地域市場効果が確認されていない。説明変数が一つ少ないこと
もあり，Claver et al. と比べると決定係数が小さい。一方で，本研究では，集計した製造業および製
造業の24産業について分析がおこなわれている。よりきめ細かい分析がされているという点で優位性
を有している。
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表３　Claver 型の推定結果
産　業　名 δ０ δ２ Adj R
２ HME 
00　製造業 0.₈₆0** （2.₃02）  
0.₈0₉***
（₅.₈₈0）   0.422
0₅　食料品・たばこ －1.4₆₃** （2.₆₃₅）  
0.₅4₈*** 
（₃.₅0₇）   0.1₉₇
0₆　繊維製品 0.₈4₅   （0.₈10）  
1.₃2₅*** 
（₅.₈21）   0.41₇ ○
0₇　製材・木製品 －₇.02₆***（4.₆₅₃）  
－0.1₉₅   
（0.₇₆2）   －0.00₉
0₈　家具・装備品 －2.₇2₃   （1.2₈₅）  
0.₆0₅   
（1.₆1₇）   0.0₃4
0₉　パルプ・紙・紙加工品 ₅.1₇₇*  （1.₇2₃）  
1.₆0₆*** 
（₃.4₆₇）   0.1₉₃ ○
10　印刷・出版 －₃.1₉₆***（₅.₉₆₈）  
0.2₇1*** 
（₃.44₆）   0.1₉1
11　化学製品 ₈.₉4₃***（₅.4₇₉）  
2.₃₉0*** 
（₈.₃₅₉）   0.₆00 ○
12　石油・石炭製品 14.₉₃***（₆.₅₉₈）  
4.0₃₃*** 
（₉.₃₇₉）   0.₆₅4 ○
1₃　プラスチック製品 0.14₈   （0.0₆₅）  
0.₇₃₈** 
（2.₃₈₈）   0.0₉₃
14　ゴム製品 ₈.₉₉₅*  （1.₈₃₉）  
2.1₆₃*** 
（₃.224）   0.1₇0 ○
1₅　皮革・同製品 ₅.4₉₅** （2.1₅₈）  
2.2₉4*** 
（₅.4₈₅）   0.₃₈₇ ○
1₆　窯業・土石製品 －₆.₅₆₆*** （4.24₃）  
－0.₃20   
（1.10₇）   0.00₅
1₇　鉄鋼製品 －₉.₈₉₉** （2.12₆）  
－0.₆₈₉   
（0.₉₅0）   －0.002
1₈　非鉄金属製品 ₃.1₇4   （0.4₉0）  
1.₅₃0   
（1.422）   0.022 ○
1₉　金属製品 －1.₅0₉   （0.₇₇₇）  
0.4₉₃   
（1.₅4₆）   0.02₉
20　一般機械 2.0₅₇*  （1.₈₅1）  
1.4₈4*** 
（₅.₆44）   0.401 ○
21　事務用・サービス用製品 1₃.22** （2.42₆）  
₅.10₇*** 
（₃.₇4₉）   0.221 ○
22　民生用電気機械　 ₇.₅₃₃***（4.₆₅1）  
2.₅₉0*** 
（₈.₆₆₇）   0.₆1₇ ○
2₃　電子・通信機械 ₃.₈0₉*** （2.₈4₃）  
2.1₇1*** 
（₅.₇₇₉）   0.41₃ ○
24　その他の電気機械 2.₇₉2*** （1.₈2₈）  
1.₅₈₇*** 
（₅.14₈）   0.₃₅₇ ○
2₅　自動車 ₉.1₉4*** （₃.₈4₆）  
₃.2₆0*** 
（₆.20₇）   0.44₉ ○
2₆　その他の輸送用機械 ₅.₆₉1** （2.2₉₉）  
2.10₇*** 
（4.₉0₈）   0.₃₃4 ○
2₇　精密機械 10.₃₃*** （4.₃₅0）  
₃.4₈₆*** 
（₇.04₉）   0.₅14 ○
2₈　その他の製造業 0.1₅2   （0.2₃₅）  
1.10₅*** 
（₉.0₈0）   0.₆₃₉ ○
ただし，（　）内は t 値を記載している。
***は１％，**は５％，*は10％有意水準を示している。
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７．自地域市場効果と収穫逓増
　Krugman （1₉₈0）や Helpman and Krugman （1₉₈₅）のモデルによれば，自地域市場効果は収穫逓増，
差別化財や輸送費用の存在により生じている。本研究では，特に収穫逓増と自地域市場効果の関係を
みていく。以下，６節で推定している自地域市場効果を識別するパラメータと生産関数における規模
の経済性を表すパラメータと比較する。
　規模の経済性を把握する典型的な方法は生産関数の推定パラメータを使用する方法である。下記の
ような，標準的な Cobb-Douglas 型の生産関数を考える。
 （1₅）
　ここで， Y は生産額， A は外部性のパラメータ， K は資本， L は労働， i は産業， j は地域を示す。式
（1₅）を対数線形化すると，
 （1₅′）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし， 
となる。γ1＋γ2 が１を超える時，当該生産関数は規模に関して収穫逓増であるといえる。また，γ1
＋γ2 の値が大きければ大きいほど，当該産業はスケールメリットが働きやすい。
　推定において使用しているデータは，2000年の工業統計表から入手している。生産額 Y は10人以
上の事業所の付加価値額，資本 K は10人以上の事業所の有形固定資産額（期首），労働 L は10人以上
の事業所の従業者数としている。都道府県別・産業別のデータを用いて，式（1₅′）を推計している。
巻末の別表に推計結果を示している。ただ，10人以上の事業所で生産されていない都道府県が存在す
るため，サンプル数が4₇とならない産業も存在する。
　別表の推計結果からγ1＋γ2 を計算し，６節で計測している自地域市場効果を識別するパラメータ
との相関係数により，自地域市場効果と規模の経済性の関係性をみる。この２つの関係の相関係数は
下の表４にまとめている。
　この相関係数表をみると，Claver 型は0.₃₇，Schumacher and Siliverstovs 型は0.2前後，Davis and 
Weinstein 型は，ほぼゼロとなっている。Claver 型でみると弱い相関関係があるが，Davis and 
Weinstein 型でみると全く相関関係はない。なお，別図として，自地域市場効果の各モデルのパラメー
タと規模の経済性のパラメータについての関係をプロットした図を示している。
表４　自地域市場効果と規模の経済性の相関係数
Schumacher and Siliverstovs 型 Davis and Weinstein 型 Claver 型
γ1＋γ2 0.21₅ －0.00₃ 0.₃₇0
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別図１．Schumacher and Siliverstovs 型と規模の経済性パラメータ
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別図２．Davis and Weinstein 型と規模の経済性パラメータ
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別図３．Claver 型と規模の経済性パラメータ
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８．おわりに
　本研究では，既存の３つの方法で自地域市場効果の存在に関する実証分析をおこなった。３つの分
析方法で共通して自地域市場効果が確認されている産業は，以下の６産業あった。
　　　11． 化学製品
　　　12． 石油・石炭製品
　　　20． 一般機械
　　　24． その他の電気機械
　　　2₅． 自動車製造業
　　　2₆． その他の輸送用機械
  ２つ以上の分析方法で自地域市場効果が確認されている産業となると数多くある。表５には，３つ
の分析方法で自地域市場効果の存在の有無を一覧表にしてまとめている。鉄鋼を除く，いわゆる重化
学工業といわれる産業において，自地域市場効果が確認される傾向にある。分析方法により，自地域
表５　自地域市場効果の有無
産　業　名 Schumacher and 
Siliverstovs 型
Davis and
Weinstein 型 Claver 型
00　製造業 × ○ ×
0₅　食料品・たばこ × × ×
0₆　繊維製品 × × ○
0₇　製材・木製品 × × ×
0₈　家具・装備品 × ○ ×
0₉　パルプ・紙・紙加工品 × ○ ○
10　印刷・出版 ○ ○ ×
11　化学製品 ○ ○ ○
12　石油・石炭製品 ○ ○ ○
1₃　プラスチック製品 ○ ○ ×
14　ゴム製品 × × ○
1₅　皮革・同製品 × ○ ○
1₆　窯業・土石製品 × ○ ×
1₇　鉄鋼製品 ○ × ×
1₈　非鉄金属製品 × ○ ○
1₉　金属製品 ○ ○ ×
20　一般機械 ○ ○ ○
21　事務用・サービス用製品 ○ × ○
22　民生用電気機械　 ○ × ○
2₃　電子・通信機械 × ○ ○
24　その他の電気機械 ○ ○ ○
2₅　自動車 ○ ○ ○
2₆　その他の輸送用機械 ○ ○ ○
2₇　精密機械 × × ○
2₈　その他の製造業 × × ○
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市場効果が確認される産業数には違いがある。しかし，ある分析方法では自地域市場効果が確認され，
別の分析方法では自地域市場効果がほとんど確認されないというようなことはおきていない。
　Davis and Weinstein や Claver et al. では，自地域需要額に生産額から純移出額を差し引いたデータを
用いている。純移出額を計算するときに移入額を用いるが，移入額には中間投入額もふくまれてお
り，曖昧さが残る。この点，4₇都道府県地域間産業連関表のデータでは，自地域最終需要額を直接使
用できる。Davis and Weinstein では，製造業の24産業で分析されているが，サンプル数が22と少なく
分析の安定性という観点から難がある。それに対して，本研究ではサンプル数が4₇であり，かつ，標
本データでなく全数データである。こうした点から分析の安定性はかなり改善されていると言えよ
う。Claver et al. では，データ上の制約もあり，集計された９産業で分析がおこなわれている。中には，
金属製品・機械という産業分類もある。金属製品，一般機械，電気機械，精密機械のような産業部門
を集計しているため，自地域市場効果と産業特性との関係を読み解くには十分とはいえない。以上の
ことから，先行研究と比べデータにおいて優位性がある。
　本研究で用いたデータは地域レベルのデータであるが，Schumacher and Siliverstov や Davis and 
Weinstein では国レベルのデータを用いている。分析結果を比較すると，それほど大きな違いはない
ことがわかっている。また，今回の分析では，産業別に推定をしているが，Davis and Weinstein では
産業の枠を取り払い，データをプールして分析をおこなっている。Claver et al. などのように，パネ
ルデータを用いて分析をしている研究もある。こうした分析をすると，得られる結果が異なってくる
ことから，さらなる検証が必要になる。
　最後の７節において，３つのタイプの自地域市場効果のパラメータと規模の経済性のパラメータと
の関係を調べている。Claver 型において，規模の経済性との間に弱い相関関係がある。他方，それ以
外のタイプでは，相関関係があるとは言い難い。しかし，理論上は収穫逓増により自地域市場効果が
存在すると考えられている。そのため，異なったアプローチによる分析が求められる。
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別表　生産関数の推定結果
産　業　名 γ０ γ１ （資本） γ２ （労働） Adj R
2 N.O.B 
00　製造業 －0.1₃₈   （0.₃2₈）  
0.4₉4*** 
（4.₉40）  
0.₆2₇*** 
（₅.₅₇0）   0.₉₆4 4₇
0₅　食料品・たばこ 0.444   （0.₉₆₇）  
0.₈₉₃*** 
（₇.4₇1）  
0.10₈   
（0.₇₅0）   0.₉₃4 4₇
0₆　繊維製品 0.0₃4   （0.0₈₆）  
0.₅1₃*** 
（₉.₃₇₅）  
0.₅₈0*** 
（₇.4₃4）   0.₉4₇ 4₇
0₇　製材・木製品 0.₇₉₇** （2.0₅0）  
0.₃₅₈*** 
（2.₇₃0）  
0.₇0₉*** 
（₅.1₉0）   0.₉4₉ 4₇
0₈　家具・装備品 0.₆₅₃***（2.₈4₈）  
0.4₈₈*** 
（₅.₆40）  
0.₅₇₅*** 
（₅.₆₅2）   0.₉₇1 4₇
0₉　パルプ・紙・紙加工品 0.42₅   （1.₃₅2）  
0.404*** 
（₇.₆₃₉）  
0.₇10*** 
（11.₇₉）   0.₉₆2 4₇
10　印刷・出版 1.014*** （₃.₆₈₃）  
0.1₈4   
（1.₅₅4）  
0.₉₃0*** 
（₆.₇₆1）   0.₉₇0 4₇
11　化学製品 0.₃11   （0.₆2₅）  
0.₅2₉*** 
（₃.2₃₃）  
0.₆21*** 
（₃.2₈₇）   0.₉44 4₇
12　石油・石炭製品 1.0₇1   （1.₃11）  
0.000   
（0.002）  
1.2₆₇*** 
（4.24₈）   0.₇₅4 ₃₅
1₃　プラスチック製品 0.₆₅₆*** （2.₇₇₇）  
0.₃24*** 
（₃.₅₇₆）  
0.₇₇₈*** 
（₇.₅₈₉）   0.₉₈0 4₇
14　ゴム製品 0.2₃₇   （0.₈40）  
0.2₉1*** 
（2.₈₉1）  
0.₉0₃*** 
（₇.4₆₉）   0.₉₆₃ 4₅
1₅　皮革・同製品 0.₆₆₈   （1.4₈₇）  
0.₆11*** 
（₅.0₃2）  
0.42₈*** 
（4.0₉4）   0.₈₈₇ 44
1₆　窯業・土石製品 0.₃₇4   （1.02₈）  
0.₆0₅*** 
（₇.₇₉₅）  
0.4₅₉*** 
（4.₉1₅）   0.₉₅0 4₇
1₇　鉄鋼製品 0.₇1₆** （2.4₉₆）  
0.2₈₈*** 
（₃.₈₆₆）  
0.₈40*** 
（₈.₇₃₈）   0.₉₆4 4₇
1₈　非鉄金属製品 2.₆2₉*** （4.04₇）  
0.0₇₅   
（0.₆₈2）  
0.₈₉1*** 
（₆.₈10）   0.₈11 41
1₉　金属製品 0.14₆   （0.₅₉₆）  
0.₇₆4*** 
（₇.₆₇₅）  
0.2₈₃** 
（2.₅₆₃）   0.₉₈2 4₇
20　一般機械 ₃.₃12***（4.21₃）  
0.4₆₅*** 
（₃.2₅₆）  
0.₆04*** 
（₃.₆04）   0.₉₇₇ 4₇
21　事務用・サービス用製品 4.4₉₇*** （₅.₅₅₆）  
0.2₆₇*  
（1.₉₈4）  
0.₈₃₆*** 
（₅.20₅）   0.₉₃1 4₇
22　民生用電気機械　 1.2₃₇   （1.₃₇4）  
0.₇₆1*** 
（₅.0₃₇）  
0.₃₃₉*  
（1.₉₆₉）   0.₉₃₉ 4₇
2₃　電子・通信機械 ₃.2₈1*** （₃.₆₅₅）  
0.₃₈₅*** 
（₃.0₆₇）  
0.₇₆₉*** 
（₅.₆₇₃）   0.₉4₇ 4₇
24　その他の電気機械 2.₆₆₃*** （4.₆₃2）  
0.4₇₆*** 
（₆.₅₆₆）  
0.₆₅₉*** 
（₇.₇21）   0.₉₅0 4₆
2₅　自動車 ₃.12₇*** （₃.₉24）  
0.44₅*** 
（₃.₈₆4）  
0.₆₆0*** 
（₅.₃10）   0.₉₆₉ 4₆
2₆　その他の輸送用機械 4.₇₆1*** （₇.₆₆₇）  
0.2₃₃** 
（2.4₉1）  
0.₈₆₆*** 
（₈.20₃）   0.₉₇0 4₇
2₇　精密機械 1.0₅2*** （₃.₅1₇）  
0.1₇₉** 
（2.0₇2）  
0.₉₃₅*** 
（₈.₆₈₅）   0.₉4₆ 4₇
2₈　その他の製造業 0.₆10   （1.₃₈₉）  
0.22₉*  
（1.₈₃₈）  
0.₉2₇*** 
（₅.₈₉₉）   0.₉0₅ 4₇
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Regional Industrial Agglomeration and Home Market Effects:
The comparison among three different specifications
Atsushi Watanabe, Ryohei Nakamura
Abstract
　The region with a large market tends to increase the number of ﬁrms. We can often see the phenomenon of 
expanding economic disparities between regions. Krugman described this phenomenon using theoretical model 
and also he defined the concept of home market effect. The home market effect means that the production 
activity is done over the ratio of market (demand volume) in the region itself.
　However, by changing the assumption such as Davis (1998), the home market effect does not exist in the 
theoretical model. Although various empirical studies have been tested, the home market effect has not been 
necessarily conﬁrmed.
　In this paper, we analyze the home market effect using the three speciﬁcations. Two speciﬁcations out of 
the three speciﬁcations are derived from the new economic geography, the rest speciﬁcation out of the three 
speciﬁcations is derived from international trade. In doing so, it is possible to test the home market effect from 
various angles, and consider the validity of home market effect.
　Looking at the overall empirical results, the home market effect is conﬁrmed in a number of manufacturing 
industries. Also, the home market effect is always conﬁrmed in the six heavy and chemical industries such as 
chemical industry.
